
                            

 

 
令和８年４月７日 

 
 
 
 
 
 
 
日本学術振興会において、令和９年度（２０２７年度）採用分特別研究員の

募集が始まりました。建築研究所では、特別研究員（PD・RPD）を受け入れま

す。 

 

 特別研究員制度は優れた若手研究者に、その研究生活の初期において、自由

な発想のもとに主体的に研究課題等を選びながら研究に専念する機会を与える

ことにより、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者の養成・確

保に資することを目的として、大学院博士課程在学者及び大学院博士課程修了

者等で、優れた研究能力を有し、大学その他の研究機関で研究に専念すること

を希望する者を「特別研究員」に採用し、研究奨励金を支給する制度です。 

 

 詳細は別紙のとおりです。ご不明な点がありましたら、下記に問い合わせ下

さい。 
 

 

【お問い合わせ先】 

（内容について） 

国立研究開発法人 建築研究所 

所属 企画部 企画調査課 

氏名 田中 

電話 029-879-0638（直通） 

E-mail chousa@kenken.go.jp 
URL    https://www.kenken.go.jp/ 
 

 

（公表資料(著作権)の取扱いについて） 
所  属  企画部情報・技術課 
電  話  029-879-0652 
E-mail  link-cl@kenken.go.jp 

（建研公式 X について） 
新着情報や研究等の取り組み
に関する情報を発信しており
ます。ご興味がありましたら、
フォローお願いいたします。
https://x.com/kenken_BRI 
 
 

２０２７年度 特別研究員を受け入れます。 



別紙 
 

建築研究所における２０２７年度日本学術振興会

特別研究員の受け入れについて 
 

 
 日本学術振興会の特別研究員制度に応募される方で、当研究所を受入機関として希望す

る方は下記の要領により申請をお願いいたします。 
 

記 
１．「特別研究員」制度とは 
「特別研究員」制度は優れた若手研究者に、その研究生活の初期において、自由な発想

のもとに主体的に研究課題等を選びながら研究に専念する機会を与えることにより、我

が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者の養成・確保に資することを目的と

して、大学院博士課程在学者及び大学院博士課程修了者等で、優れた研究能力を有し、

大学その他の研究機関で研究に専念することを希望する者を「特別研究員」に採用し、

研究奨励金を支給する制度です。 

 「特別研究員」として日本学術振興会から採用されると、建築研究所で研究をするこ

とができます。 
 なお、そのことは、建築研究所の研究員募集に応募する際の妨げにはなりません。 
 

２．建築研究所の研究グループ・センター紹介 
 

・構造研究グループ 
建築物の構造安全性や修復性・機能性等の構造性能を扱うグループで、時代のニーズに対応した構造設計法、構造

性能評価法、設計用荷重・外力、先端的構造技術の開発などに関する研究を行っていきます。 
 
・環境研究グループ 
地球環境の時代に向けて、環境影響の少ない建築･住宅が求められています。これに対応するため､省資源・省エネ

ルギー､健康性･快適性を効率的に実現するための技術開発を行います。また、エネルギー消費に関わるライフスタ

イルの研究や環境性能の評価･確認手法の開発などを行っていきます。 
 
・防火研究グループ 
都市および建築物の火災から生ずる建築物利用者の危険と経済的損失を制御する技術に関する研究を行います。火

災の物理、材料･部材･構法の加熱に伴う挙動､在館者の避難行動などの種々の問題を解明するとともに､これからの

火災安全性を総合評価する手法の研究開発を行っていきます。 
 
・材料研究グループ 
建築材料、部材の基礎物性に係る評価･研究の他、建築物の維持保全･改修､新素材･複合材料などに関する研究を行

います。時代のニーズに対応して､基礎的な研究､境界領域の研究､並びに将来の社会ニーズに対応する高品質･高機

能化や新材料の開発などの先駆的な研究開発を行っていきます。 
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・建築生産研究グループ 
建築生産の合理化システム、BIM技術の活用、多様な要求を満たす性能バランスの良い建築物の生産方法、施工欠

陥の防止技術、高度情報化社会対応などの課題について、建築生産実務に即した研究開発を行っていきます。 
 
・住宅・都市研究グループ 
より快適で安全・安心な生活空間を実現するための住まい・まちづくりに関する研究を行っています。気候風土や

生産体制などの地域の住文化に根ざした住宅計画、人口減少高齢社会における住宅や地域の管理・運営手法、 ま
たそれらの調査・解析技術に関する研究・開発などを通じて、住宅・建築・都市に関する計画技術の向上を目指し

ます。  
 
・国際地震工学センター 
地震の発生、地球内部構造と地震波の伝播・増幅、地震・強震観測技術、地盤・建物の動的特性、耐震設計などの

地震災害の軽減・防止に関する基礎的並びに最新分野の応用研究を行い、同時に開発途上国からの研修生を対象に

これらの分野の技術移転としての国際地震工学研修事業を行っていきます。 
 
 

３．採用区分 
  建築研究所では、下記③及び④についての応募を受け付けます。 

①特別研究員－DC1（大学院博士課程在学者）   
②特別研究員－DC2（大学院博士課程在学者） 
③特別研究員－PD （大学院博士課程修了者等) 
④特別研究員－RPD（大学院博士課程修了者等） 

  
  募集要項・申請書等については、日本学術振興会（TEL：03-3263-5070、ホームペ

ージ：https://www.jsps.go.jp/）へご確認いただけますようお願いいたします。 
なお、特別研究員についての詳細はこちらを御覧下さい。 

    https://www.jsps.go.jp/j-pd/index.html 

４．採用期間 
  ③特別研究員－PD ：２０２７年４月１日から２０３０年３月３１日までの３年間

  ⑤特別研究員－RPD：３年間＊申請者が以下のいずれかを選択することができます。 

（１）２０２７年 ４月 １日から２０３０年 ３月３１日までの３年間 
（２）２０２７年 ７月 １日から２０３０年 ６月３０日までの３年間 
（３）２０２７年１０月 １日から２０３０年 ９月３０日までの３年間 
（４）２０２８年 １月 １日から２０３０年１２月３１日までの３年間 
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５．当所に対する申請について 
 申請を予定されている方は、申請前に「７．問い合わせ先」に申請内容の確認を行っ

た後、当研究所の各研究グループ又は国際地震工学センターと研究課題・受入研究者等

の確認を行って、手続きを行って下さい。（電子申請システムによる手続きを行うため、

事前に連絡が必要となります。）※紙媒体での申請はありません。 
 
６．提出期限（建築研究所への申請締切）

     ⑤特別研究員－RPD ２０２６年４月２３日（木）〔必着〕 

        ③特別研究員－PD  ２０２６年５月 ７日（木）〔必着〕 

７．問い合わせ先 
  国立研究開発法人建築研究所 企画部企画調査課調査担当 田中 
 （TEL：029-879-0638、 E-mail：chousa@kenken.go.jp） 

８．その他 
 申請者多数等により受入承諾できない場合もありますので、予めご了承願います。 
 


